
委員会活動

地域創生の障壁
「やりっぱなしの行政」「頼りっぱなしの民間」「全
然関心なしの市民」では、地域の創生は進まない。
この危機感を三者で共有する必要がある。なかでも
行政職員には、①広域行政と当該市政運営� 広遵しに寄り添う「虫の眼」た、

の人口は低位安定する捗∵合利用を計
画する等、事前の工夫が必要となる。
その他にも資産格差社会、国の財政危機等の要因

も含め、地域の創生を実現するには、複眼視点をもっ
た国、自治体、企業、民間・ に

る

、湊淀

るめ

る

点

っ

る
点が必要と の。霞抑抑慾

広域連携・地域づくり委員会

地域創生のためのまちづくり

1953年生まれ。京都大学大学院経済学研究科博士課程単位取得退学。専門分野は地方
財政論、地域経済論。鹿児島県立短期大学講師、助教授、教授を経て、1998年から現職。
岐阜市都市計画審議会会長。
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通商政策



232条調査）が進んでいる。仮に調査
の結果、輸入制限措置がとられれば保護主義停 有
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仮椅 26 出 ての く゚主喑Ｇきá障ん域 侅
影á

壈拐 来概ζ来 来 Ł韞 官とŁ 来 概 と榊 Ü）ン、中国が最
大の貿易赤字相手国で、約半分を占める。自動車
での対日貿易赤字が注目されがちだが、自動車全
体ではメキシコが最大の貿易赤字相手国である。
中国は完成

弗き中裁 シ

シ赤裁あ

の

あ赤る
ちょ

中は４月の首脳会談を受けて、牛肉輸出や
ＬＮＧ輸出など赤字削減対策として米国の対中輸
出を増やす視点から「不均衡是正の

100日計画」
を策定したが、対中輸入減には触れていない。そ
の成果が包括経済対話で今夏に報告されるだそ

そ しははＧさ 9を特定しないセーフガードの申請に至っ
た。ただセーフガード発動には反対する米国企業
もいる。
Ｎールすべき点である。

環境エネルギー
国内エネルギーの生産拡大を提唱している。価

格の安いシェールガスを活用した天然ガス発電は
拡大しており、片や石炭は先細りの状況だ。2016 ス憐細はゴ 脊 ギ ス の 憐、ェ屑Ｃスぽ電 革は先用ェŧ天 塊 菓ミ醜片橡橡。勇大紡 用 点勇胎

ため連邦政府と州政府の所管事項
は異なる。さらにはＷＴＯなど


